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中国経済連合会
＜提 言＞

２００６年２月２４日

誇りと愛情・愛着をもって瀬戸内海

を守っている地元の方々の活動が

継続・発展できるよう支援を要請

瀬戸内海環境保全のための各主体による

連携・協働（パートナーシップ）

ＮＰＯ

市民（団体）

専門家

研究者

マスコミ

企業

（団体）

（組合）

行政

（自治体）

（国）

各主体の機能・特性

※ＮＰＯ・市民（団体）：現場活動

ネットワーク

政策提言

※専門家・研究者：調査研究

教育・普及

政策提言

※企業（団体・組合）：事業参画

政策提言

※マスコミ：情報収集・取材

普及啓発、評価

政策提言

※行政（自治体・国）：コーディネート・活動支援

（活動費助成、交流支援等）

政策策定・実施

構成図

今後の方向性について２

瀬戸内海
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瀬戸内海環境保全にかかる国地方機関の最近の動き瀬戸内海環境保全にかかる国地方機関の最近の動き

○○環境省中国四国地方環境事務所環境省中国四国地方環境事務所
・瀬戸内海の展望地再生・カルテ作成・瀬戸内海の展望地再生・カルテ作成（国立公園・保全整備課）Ｈ１４～（国立公園・保全整備課）Ｈ１４～

・瀬戸内海海ゴミ対策検討・瀬戸内海海ゴミ対策検討（廃棄物リサイクル課・国立公園課）Ｈ１８～（廃棄物リサイクル課・国立公園課）Ｈ１８～

・瀬戸内海海岸線３０００キロモニタリング・瀬戸内海海岸線３０００キロモニタリング（ｱｸﾃｨﾌﾞﾚﾝｼﾞｬｰ）Ｈ１７～（ｱｸﾃｨﾌﾞﾚﾝｼﾞｬｰ）Ｈ１７～

・瀬戸内海超長期モニタリング手法研究・瀬戸内海超長期モニタリング手法研究（統括企画官）Ｈ１９新規要求中（統括企画官）Ｈ１９新規要求中
（広島工大（上嶋先生）、愛媛大沿岸環境研究センター、産総研中国センターほか）（広島工大（上嶋先生）、愛媛大沿岸環境研究センター、産総研中国センターほか）

○○国土交通省中国地方整備局国土交通省中国地方整備局
・瀬戸内海環境修復計画策定・瀬戸内海環境修復計画策定（企画部・港湾空港部及び水産庁連携）Ｈ１８（企画部・港湾空港部及び水産庁連携）Ｈ１８

・備讃瀬戸環境修復計画策定調査・備讃瀬戸環境修復計画策定調査（宇野港湾事務所及び四国整備局連携Ｈ１８～（宇野港湾事務所及び四国整備局連携Ｈ１８～

・広島湾再生行動計画策定・広島湾再生行動計画策定（企画部（広島湾再生推進会議））Ｈ１７～（企画部（広島湾再生推進会議））Ｈ１７～

・沿岸域環境情報活用（瀬戸内海環境情報ｾﾝﾀｰ）検討調査・沿岸域環境情報活用（瀬戸内海環境情報ｾﾝﾀｰ）検討調査（港湾空港技術調査事務所）（港湾空港技術調査事務所）

Ｈ１７～Ｈ１７～

○○国土交通省中国運輸局国土交通省中国運輸局
・環境負荷に配慮した瀬戸内海スローツーリズム推進・環境負荷に配慮した瀬戸内海スローツーリズム推進（企画振興部）Ｈ１７～（企画振興部）Ｈ１７～

○○経済産業省中国経済産業局経済産業省中国経済産業局
・産学官連携による瀬戸内海域環境浄化・修復の推進・産学官連携による瀬戸内海域環境浄化・修復の推進（資源エネルギー環境部）Ｈ１５～（資源エネルギー環境部）Ｈ１５～

＜連携と役割分担＞

子どもたちによる
モニタリング

まとめ及び直近の課題まとめ及び直近の課題

•• 主体をつなぐ・地域をつなぐ・施策をつなぐ主体をつなぐ・地域をつなぐ・施策をつなぐ

プラスプラス 世代をつなぐ世代をつなぐ ようなようなパートナーシップ形成を発展パートナーシップ形成を発展

•• そのためには、瀬戸内海１千万人（流域３千万人）の地元そのためには、瀬戸内海１千万人（流域３千万人）の地元
の方々がもっと誇りと愛情・愛着をもって取り組む必要の方々がもっと誇りと愛情・愛着をもって取り組む必要

•• 行政はそれに対して更なる支援を行政はそれに対して更なる支援を

↓↓

•• これを「瀬戸内海方式」として定着させこれを「瀬戸内海方式」として定着させ

↓↓

•• さらに、国土形成計画の広域地方計画に反映を検討さらに、国土形成計画の広域地方計画に反映を検討

↓↓

•• 行政機関やＮＰＯ等は、連携・協働してこれに行政機関やＮＰＯ等は、連携・協働してこれに

対処する方向で調整できるかが問われているのでは対処する方向で調整できるかが問われているのでは
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（ ）

山陽新聞 Ｈ１８．１１．２７（参考：最新記事）
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審議会委員各位には

今後ともご指導のほど

よろしくお願い申し上げます。

よみがえれ瀬戸内海！

写真：豊島の不法投棄現場沿岸によみがえったアマモ大群落（現在）

写真提供：山陽新聞社瀬戸内海取材班




